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 北空知管内（第２次医療圏）における地域医療及び介護サービスの 

  提供体制の確保と連携のあり方検討に関する中間報告                                                    

 

１ はじめに（Ｐ２～３） 

（１）検討の経緯  （２）検討の趣旨  （３）検討の視点 

 

２ 急速に進む少子高齢化・人口減少の問題（Ｐ３～８） 

（１）急速に進む人口減少   （２）人口比では全道でもっとも多い病床数・介護施設定員数 

（３）今後の医療・介護需要 ～ 医療需要は2015年をピークに、介護需要は2025年をピークに減少 

 

３ 地域医療の現状（Ｐ８～１４） 

（１）救急医療の現状 ～ 管内の医療資源だけでは維持困難な状況に   (２）公立（公的）病院・診療所の現状 ～ 今後も厳しくなる経営環境 

（３）在宅医療の現状 ～ 在宅医療を担う医療機関等は乏しいが半数の医療機関が関心を示す 

 

４ 介護の現状（Ｐ１４～２２） 

（１）介護保険事業の状況 ～ 施設サービスは充実しているが在宅サービスは不十分 

（２）介護保険事業の広域連携 ～ 地域支援事業等での連携推進 

 

５ 地域医療・介護の提供体制の確保と連携のあり方（Ｐ２３～３１） 

   （１）救急医療に関すること  （２）病院・診療所に関すること  （３）在宅医療に関すること  

（４）介護に関すること    （５）医療・福祉・介護人材の確保に関すること 

 

６ まとめ（Ｐ３２） 

平成２６年１０月２９日 

北空知圏振興協議会民生部会（地域医療・介護担当課長等会議） 
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１ はじめに 

（１）検討の経緯 

○ 北空知圏振興協議会の民生部会（北空知管内地域医療・介護担当課長等会議）では、北海道内でも少子高齢化、人口減少が急速に進展している圏域である、北空

知１市４町における広域的な課題として、地域医療と介護の提供体制と連携方策について、平成２５年度から２年間に亘って調査研究・検討を行い、この度、

「北空知管内（第２次医療圏）における地域医療及び介護サービスの提供体制の確保と連携のあり方」として中間報告をまとめました。 

 

（２）検討の趣旨 

○ 地域医療の提供体制の確保については、これまで休日夜間急病診療体制における１市４町の費用負担などの協力体制を築いてきましたが、人口減少・高齢

化の急速な進展と、医師や看護師などの医療従事者不足が続き、域内の開業医の高齢化を考えると、更なる対策が必要であることが深川医師会からも強く指

摘されており、救急医療体制の維持・強化はもちろんのこと、域内全体の地域医療の提供体制について総合的に検討していく必要があります。 

 

○ また、医療と密接な介護についても、これまで介護サービス事業所の広域利用や介護支援専門員など専門職の連携づくりなどを行ってきましたが、いわゆ

る団塊世代が７５歳以上の後期高齢者となる平成３７年（２０２５年）を見据え、高齢化のピーク時における「地域包括ケアシステム」の構築に向けた取り

組みの強化が求められており、介護保険料や利用料の負担増、インフォーマルサービスを含めた介護・福祉サービスの創設、介護従事者の確保、サービスの

質的向上など、平成２６年度策定する第６期介護保険事業計画に向けて域内のサービス提供体制の確保と連携についても地域医療と合わせて検討していく

必要があります。 

 

（３）検討の視点 

○ 国においては、持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律に基づく措置として、効率的かつ質の高い医療提供体制を構築する

とともに、地域包括ケアシステムを構築することを通じ、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため、医療法、介護保険法等の関係法律を一

部改正する「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」が本年６月に成立し公布されました。 

○ 今回の医療・介護の改革は、高度急性期から在宅医療・介護までの一連のサービスを地域において総合的に確保することで地域における適切な医療・介護

サービスの提供体制を実現し、患者の早期の社会復帰を進め、住み慣れた地域での継続的な生活を可能とすることを目指すものとされています。 

○ これらの状況のなか、北空知地域（第２次保健医療福祉圏）においても、いわゆる団塊世代が７５歳以上の後期高齢者となる平成３７年（２０２５年）の

高齢化のピーク時を見据えた超高齢社会への対応はもちろんのこと、今後も少子化、人口減少が予測されるなか、北空知地域における医療及び介護をどのよ

うに確保し持続させていくか総合的かつ継続的に検討していくことが必要であり、次の視点から検討テーマ「北空知管内（第２次医療圏）における地域医療
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及び介護サービスの提供体制の確保と連携」について調査研究・検討を行うこととしたものです。 

 

【検討の視点】 

（１）地域包括ケアシステムを各市町独自に構築することができるか。 

（２）各市町は独自に医療機関や救急医療体制を維持し続けられるか。 

   特に地域唯一のセンター（中核）病院である深川市立病院が、救急医療や、急性期、回復期、周産期、小児、一般入院等の医療機能を今後も維持し存続

させることができるか。（採算性低い医療確保、医師等医療人材確保、医療・介護連携の中核施設） 

（３）今後、各市町の人口減少と高齢者人口の増加が予測されるが、介護保険施設等や介護サービスの提供体制を各市町独自に整備し提供し続けられるか。

（施設・サービスの連携・資源開発） 

（４）将来、各市町の人口減少と高齢化ピーク後の高齢者人口の減少が予測されるが、拡大・強化・充実してきた介護保険施設等や介護サービスの提供体制を

各市町独自に維持・継続し続けられるか。 

（５）地域包括ケアシステムを核とし、保健・医療・介護・福祉の各分野の施策体系を広域で構築していくことが、より合理的で効率的な仕組みとなり持続可

能となるのではないか。 

 

２ 急速に進む少子高齢化・人口減少の問題 

（１）急速に進む人口減少 

○ 本部会では、深川保健所にオブザーバー参加をいただき、国や道における推計資料等の提供 

を受け、次のように確認しました。 

 

 ① 国立社会保障・人口問題研究所２０１３年３月推計によりますと、北空知１市４町の総人 

口は、２０１０年の３５，７０６人から２０２５年には８，５９３人（△２４.１％）減少し、 

２７，１１３人に、２０４０年には１６，４６７人（△４６．１％）減少し１９，２３９人 

となり、かなり急速に減少していくと推計されています。 

 また、０歳～１４歳人口と１５歳～６４歳人口はともに年々減少し、０歳～１４歳人口は 

２０１０年の３，４６７人から２０２５年に１，５１６人（△４３.７％）減少し１，９５１人に、２０４０年には２，２０６人（△６３．６％）減少し 

１，２６１人になり、１５歳～６４歳人口は２０１０年の１９，５１０人から２０２５年に６，８７６人（△３５.２％）減少し１２，６３４人に、２０４０年に
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は１１，３５８人（△５８．２％）減少し８，１５２人になります。 

 一方、６５歳以上人口は、２０１０年の１２，７２９人、高齢化率３５．６％から、２０１５年に６２４人（４．９％）増加し１３，３５３人、高齢化率４０．

８％になり、その後高齢者人口は減少に転じ、２０２５年には２０１人（△１．６％）減少し１２，５２８人となりますが、高齢化率は４６．２％に増加し、 

２０４０年には２，９０３人（△２２．８％）減少し９，８２６人と高齢者人口も大きく減少するものの、高齢化率は５０％を超え５１．１％になります。 

７５歳以上人口は、２０１０年の６，８３４人（人口比１９．１％）から、２０２５年には１，３３０人（１９．５％）増加し８，１６４人（人口比３０．１％）

とピークを迎えますが、２０４０年には１６２人（△２．４％）減少し６，６７２人（人口比３４．７％）に減少していきます。９０歳以上人口は、２０１０年

の７６８人から２０２５年には１，６５２人（２．１５倍）、２０４０年には２，１５７人（２．８１倍）と、最も増加する年齢層となります。 
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 ② 本年５月に発表された日本創成会議の人口減少問題検討分科会の「日本の地域別将来推計人口（２０１３年３月推計）」によりますと、若年女性人口が２０４０

年に５割以上減少する市町村は８９６（全体の４９．８％）に達し、そのうち人口１万人未満は５２３（全体の２９．１％）にのぼり、それらの市町村は消滅の

可能性があるという衝撃的なものでした。同会議の推計は、国立社会保障・人口問 

  題研究所の推計は人口移動率が将来的に一定程度に収束することを前提としている 

  のに対し、地域間の人口移動が将来も収束しないと仮定して推計したものです。 

   北空知圏域の将来人口は、２０１０年の３５，７０６人から２０４０年には、 

国立社会保障・人口問題研究所の推計よりも１，９７０人少ない１７，２６９人 

に減少（△５１．６％）し、若年女性人口（２０歳～３９歳）は２０１０年の 

２，８４８人から２０４０年には８５４人に減少（△７０．０％）すると推計さ 

れております。 

深川市は２３，７０９人から１１，８７７人（△４９．９％）にと辛うじて１ 

万人を超えてはいますが、妹背牛町は３，４６０人から１，４００人（△５９． 

６％）、秩父別町は２，７３０人から１，２８５人（△５２．９％）、北竜町は 

２，１９３人から１，０８９人（△５０．３％）、沼田町は３，６１２人から 

１，６１８人（△５５．２％）と２，０００人を大きく下回る人口推計となって 

います。 

   また、若年女性人口は、深川市は１，９７９人から６１４人（△６９．０％）、 

 妹背牛町は２２６人から４０人（△８２．３％）、秩父別町は１９５人から５９ 

 人（△６９．７％）、北竜町は１５５人から５９人（△６１．９％）、沼田町は 

２９３人から８２人（△７２．０％）と各市町とも大幅に減少する推計となって 

います。 

 

（２）人口比では全道でもっとも多い病床数・介護施設定員数 

○ 「日医総研ワーキングぺーパー ２０１２年１０月２日Ｎｏ.２６９」の「地域の 

医療提供体制の現状と将来～都道府県別・二次医療圏別データー集～」の報告によ 

りますと、北空知管内の総病床数（一般病床＋療養病床＋精神科病床＋感染・結核 

病床）と総高齢者ベット数（特別養護老人ホーム＋老人保健施設＋有料老人ホーム 
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＋グループホーム＋高齢者住宅その他）の人口当 

たりの偏差値は全道で１番高い状況にあります。 

 これは、北空知管内は人口に比べ、病床数や施 

設定員数が多く、施設サービスを選ぶ傾向にある 

ことを示しています。 

 

① 一般病床は３５８床で、全国平均を５０とし 

た北空知圏域の偏差値は６２で北海道の平均偏 

差値と同じです。療養病床は３８９床で、偏差 

値は９０（北海道５８）で道内１位となってい 

ます。精神病床数は５０９床で、偏差値は１０５ 

（北海道５５）で道内１位となっています。 

   

 ② 特別養護老人ホーム収容数は３９０人で、偏差値は７９（北海道５０）で道内１位となっています。老人保健施設は１７０人で、偏差値は５５（北海道４８）

で道内３位となっています。有料老人ホームは５９人で、偏差値は４３で北海道の平均偏差値４９より低くなっています。グループホームは９０人で、偏差値は 

５３で北海道の平均偏差値６５より低くなっています。高齢者住宅は３４９人で、偏差値５３で北海道の平均偏差値５８より低くなっています。 

 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

音
威
子
府
村

神
恵
内
村

初
山
別
村

西
興
部
村

幌
加
内
町

占
冠
村

赤
井
川
村

島
牧
村

中
川
町

中
頓
別
町

積
丹
町

浦
臼
町

北
竜
町

泊
村

利
尻
町

陸
別
町

奥
尻
町

真
狩
村

喜
茂
別
町

秩
父
別
町

滝
上
町

利
尻
富
士
町

礼
文
町

歌
志
内
市

上
砂
川
町

妹
背
牛
町

留
寿
都
村

遠
別
町

愛
別
町

幌
延
町

南
富
良
野
町

苫
前
町

古
平
町

壮
瞥
町

豊
頃
町

置
戸
町

雨
竜
町

沼
田
町

寿
都
町

小
平
町

和
寒
町

福
島
町

2010年 2040年２０４０年に人口が２０００人未満

となると推測される市町村

0

20

40

60

80

100

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

道内二次医療圏別 総病床数の状況（一般＋療養＋精神＋感染・結核病床）
人口10万人当たり
偏差値



7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 

 

（３）今後の医療・介護需要 ～ 医療需要は2015年をピークに、介護需要は2025年をピークに減少 

○ 「日医総研ワーキングぺーパー ２０１２年１０月２日 Ｎｏ.２６９」の「地域の医療提供体制の現状と将来～都道府県別・二次医療圏別データー集～」の報告

によりますと、２０１０年から２０３５年の介護・医療の需要予測は次のとおりとなっており、北空知圏域は現在多い病床の削減の検討が必要と指摘されています。 

総医療需要は、全国で９％増、北海道全体で４％増に対し、北空知圏域は１９％減と予測されています。 

年齢層別にみると、０歳～６４歳の医療需要は全国で２６％減、北海道全体で３３％減に対し、北空知圏域は４８％減、６５歳以上７４歳未満の医療需要は全国

で２％減、北海道全体で２５％減に対し、北空知圏域は４４％減、７５歳以上の医療需要は全国で５９％増、北海道全体で５４％増に対し、北空知圏域は１０％増

と予測されています。 

また、総介護需要は、全国で５０％増、北海道全体で４５％増に対し、北空知圏域は５％増と予測されています。 

 

○ 株式会社ウエルネスの「２次医療圏データベース」、２０１０年から２０３５年の医療・介護の需要予測では、道内の２次医療圏で医療重要が増加するの 

は札幌圏のみで、最も医療需要が減少する圏域は北渡島檜山圏で既にピークを過ぎ、２０１０年比２０％減少すると予測されています。 

医療需要が増加後に減少する圏域は、東胆振、上川中部、十勝圏が２０２５年頃をピークに減少し、北網、根室圏が２０２０年頃をピークに減少、医療需

要が若干増加後に減少する圏域は、南渡島、釧路、富良野圏が２０２０年頃をピークに２０１０年比１０％減少し、南空知、西胆振、日高圏が２０１５年頃

をピークに１０～１５％減少します。 

北空知を含む他の圏域は、医療需要が急速に減少する圏域とされ、２０１５年頃をピークに２０％程度減少すると予測されています。また、北空知圏の介

護需要は２０２５年をピークに増加し２０１０年比１５．９％増となり、その後減少し２０３５年には２０１０年比４．５％増と予測されています。 
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北空知圏 ２０１０年 ２０１５年 ２０２０年 ２０２５年 ２０３０年 ２０３５年 

総人口 35,706  33,794  31,009  28,188  25,433  22,862  

０～６４歳 22,978  20,383  17,753  15,645  13,785  12,013  

６５～７４歳 5,894  5,732  5,282  4,269  3,585  3,308  

７５歳以上 6,834  7,679  7,974  8,274  8,063  7,541  

医療需要点数 82,560.8  84,215.3  91,691.8  77,748.3  72,291.6  68,574.7  

医療需要点数増減率   2.0% -1.1% -5.8% -12.4% -19.4% 

介護需要点数 64,971.1  71,880.0  73,824.4  75,270.7  72,713.3  67,923.1  

介護需要点数増減率   10.6% 13.6% 15.9% 11.9% 4.5% 

【参考：株式会社ウエルネス ２次医療圏データベース】 

 

３ 地域医療の現状 

（１）救急医療の現状 ～ 管内の医療資源だけでは維持困難な状況に 

○ 北空知圏の救急診療体制については、１市４町と深川医師会、深川市立病院との協働により、休日は深川市立病院を中心に診療機関の当番医制により、

夜間は急病テレホンセンター（深川市立病院に設置）事業により受診の相談や必要に応じた診療を行ってきました。 

しかし、初期・二次救急医療体制の中核を担う深川市立病院の常勤医師の減少や管内開業医の高齢化等による廃院などで、管内医療機関だけでは、救急

患者の受け入れやその対応が困難な状況になりつつあり、医師の大きな負担となっています。 

そのため、平成２６年度から管外からの協力医師の確保や当番医の内科系と外科系の一本化などの対策を図ることで、休日及び夜間の救急診療体制を維

持・確保することができていますが、今後の状況変化によっては体制崩壊のおそれがあります。 

管外からの協力医師の確保状況を見ながら、今後も引き続き必要な対策を検討していく必要があります。 

 

【これまでの取組】 

・休日の診療体制については、日曜日のみ当番医を設定していたが、平成２２年１０月から、祝日及び年末年始の休日についても当番医を拡大するととも

に、深川医師会に所属する医師が深川市立病院に出向き診療する方法も取り入れた。 

・深川市立病院の医師の負担を軽減するため、夜間には直接市立病院に受診するのではなく、急病テレホンセンターを利用すること、及びコンビニ受診を

介護需要点数増減率 医療需要点数増減率 
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控えるよう、１市４町で住民周知に努めることとした。 

・夜間急病テレホンセンターは深川消防署内に設置し、診療できる病院・診療所の紹介を行っていたが、平成２４年４月に深川市立病院に移し、症状に基

づく緊急性の有無や受診の必要性に関するアドバイスを行う体制に見直した。 

・平成２４年度から休日及び夜間の救急診療に要する経費を北空知１市４町で負担する仕組みを導入した。 

・平成２６年度からは北空知圏域外から協力医師を確保するとともに、自院での当番診療から市立病院に出向いて診療する医師を増やしてもらい、当番医

の内科系と外科系の一本化を図ることで、当番回数を減らし管内医師の負担軽減に努めている。 

 

○ 深川市立病院の調べによりますと、日曜・祝日（当番医）、土曜、夜間 

帯（１７：００～８：３０）の時間外診療の患者の状況は、平成２３年 

は５，１８１人、平成２４年は４，９２９人、平成２５年は４，８９８ 

人で、夜間帯は若干減少していますが、日曜・祝日、土曜は横ばいの状 

況です。 

  平成２５年度の１日平均患者数は、日曜・祝日で２３．５人、土曜で 

１６．０人、夜間で６．７人となっています。 

  平成２５年度の時間外受診で入院に至った重篤患者は、日曜・祝日で 

 １５４人（９．２％）、土曜で１００人（１２．５％）、夜間で４４６人 

（１８．３％）となっています。 

  また、市町別の患者数は、深川市が３，３３８人（６８％）、妹背牛町が 

 ３９７人（８％）、秩父別町で３３７人（７％）、北竜町が２０５人（４％） 

 沼田町が２５３人（５％）、その他の市町が３６８人（８％）となっています。 

 

○ 深川地区消防組合の救急出場の状況は、平成２１年以降年々増加しており、 

平成２１年の出場回数１，０５３件から平成２５年は２７２件増の１，３２３件 

に増加しています。１市４町の救急車の配置台数は３台で対応していますが、市 

立病院に整形外科の常勤医がいなくなってから、滝川・砂川や旭川に搬送する回 

数（H22：77人⇒H25：155人）と所要時間が増え、さらに、受入病院が１度で決 

められないこともあり、救急搬送に苦慮している現状にあります。 
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また、平成２５年の搬送人員１，３４９人（幌加内町含）のうち軽症者は４０５人で、３０％を占めています。 

 

○ １市４町では、持病や通院先などを記載したカードを冷蔵庫に保管し、救急搬送の時に活用できるよう普及に取り組んでいますが、実際の救急出動時に 

確認できた方は３割程度となっており、カード等の利用登録の申し出があっても実際に記入し保管していない方が多数いることが分かりました。 

今後、保健師や介護支援専門員、民生委員などの訪問支援活動と連携するなどし、活用の徹底を図っていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

（２）公立（公的）病院・診療所の現状 

① 深川市立病院 ～ 経営健全化計画を完了するも引き続き医療収益の確保、収支改善が必要 

 

○ 深川市立病院患者数の推移 

深川市立病院の患者数は、常勤医数や診療科目等の減少に伴い、入院患者数、外来患者 

数とも減少していましたが、平成２５年度は持ち直し、入院患者数は増加に転じました。 

  平成２１年度の入院の延べ患者数は７８，２５４人、１日平均入院患者数は１９８．０ 

 人で、平成２４年度の延べ患者数は６４，６４３人（13,611人減）、１日平均入院患者数 

は１７７．１人（20.9人減）と減少しましたが、平成２５年度は延べ患者数が 

 ６７，９１４人（H24比3,271人増）、１日平均入院患者数が１８６．１人（H24比9人増） 

 と回復し、平成２６年度も同様の水準になるものと見込んでいます。 

198.0 

187.3 

181.4 

177.1 

186.1 
188.0 

175

180

185

190

195

200

205

210

Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 H26予算

市立病院入院平均患者数（人／日）

915 

96 108 76 
128 

1,323 

878 

89 103 80 124 

1,274 

0

500

1,000

1,500

深川市 妹背牛町 秩父別町 北竜町 沼田町 合計

Ｈ２５市町別救急概況

救急出場件数 搬送人員

1,099 
1,227 1,244 1,323 

1,113 1,186 1,187 
1,274 

0

500

1,000

1,500

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

年度別救急概況

救急出場件数 搬送人員



11 

 

 

  また、平成２１年度の外来の延べ患者数は１５１，００６人、１日平均外来患者数は 

 ６２４. ０人で、平成２４年度の延べ患者数は１３０，００８人（20,998人減）、１日平 

均外来患者数は５３０．６人（93.4人減）と減少しましたが、平成２５年度は延べ患者数 

が１２９，３７１人、１日平均外来患者数が５３０．２人と横ばいとなり、平成２６年度 

も同様の水準になるものと見込んでいます。 

 

○ 地域別患者数の状況 

深川市立病院の患者数を平成２５年度の地域別患者数でみますと、入院では、深川市が 

４１，７５５人（６１．５％）、妹背牛町が７，０７７人（１０．４％）、秩父別町が 

５，６２９人（８．３％）、北竜町が３，７７８人（５．６％）、沼田町が４，７５２人 

（７．０％）、その他の地域が４，９２３人（７．２％）となっています。 

 また、外来では、深川市が８６，６０６人（６６．９％）、妹背牛町が１２，７８６人 

（９．９％）、秩父別町が９，８９０人（７．６％）、北竜町が５，９７７人（４．６％）、 

沼田町が８，０４１人（６．２％）、その他の地域が６，０７１人（４．７％）となってお 

り、地域別患者数の１市４町の割合は、入院、外来ともほぼ同じ割合で推移しています。 

 

○ 市立病院の経営状況 

  深川市立病院では、平成２０年度決算で資金不足比率（不良債務額と医業収益の比率）が 

財政健全化基準の２０％の２倍となる４１．１％に達したため、財政健全化法に基づき、平 

成２１年度から平成２７年度までの経営健全化計画を策定し、７対１看護の導入や病棟の一 

部休床、人件費削減のための機構改革など、収益確保と経費節減に努めてきましたが、平成 

２５年度決算で資金不足比率が１８．５％になり、２０％の基準を下回り、２年前倒しで目 

標を達成することができ、経営健全化計画を完了することになりました。 

しかし、一方で、約７億円の累積不良債務が残っているほか、平成２６年度診療報酬改定 

の影響などもあり、今後も病院経営は極めて厳しい状況が予想され、引き続き医師確保に努 

め医業収益の向上を図るとともに、人件費や物件費など固定経費の削減に向け大胆な取り組 

みが必要となっています。 
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 ② ４町の診療所 ～ 患者数が年々減少し収支不足も増加傾向に 

 

○ ４町の診療所は、いずれも町唯一の医療機関で、妹背牛町は札幌市の医療法人が町立診療所の指定管理者で、秩父別町は個人医師に町立診療所の診療業務 

を委託し、北竜町は直営で町立診療所を運営し、沼田町はＪＡ北海道厚生連が開設した診療所となっており、経営形態は様々となっています。 

なお、秩父別町の診療所には現在、札幌の社会医療法人から週１回の整形外科医の派遣があり、沼田町はこれまで救急告示病院でしたが、病棟を廃し、平

成２６年４月に病院から無床の診療所となり、今後、町立の診療所を整備しＪＡ北海道厚生連に指定管理をお願いすることも含め検討されています。 

  また、深川市には、秩父別町と同じく、診療業務を個人医師に委託している市立診療所 

が納内と多度志地区にあります。 

 

○ ４町の診療所の患者数は全体としては減少傾向にあり、妹背牛町は平成２１年度の 

１３，５０９人から平成２５年度は１１，３８１人（2,128人減）、北竜町は８，６０３ 

人から平成２５年度は７，２５６人（1,347人減）、沼田町は２４，１６９人から 

２１，３０７人（2,862人減）となっております。秩父別町は医師の交代や整形外科医の 

派遣などで平成２１年度の４，２６０人から平成２５年度は５，６２８人（1,368人増） 

に増加しています。 

  各診療所の医師は、年齢的には当面診療継続の見込みにありますが、退任後の後任医師 
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の確保が将来課題になってきますし、看護師などの確保も難しくなると見込まれます。 

 

③ 今後ますます厳しくなる病院・診療所の経営 

 

○ 深川市立病院には、平成２５年度決算で、一般会計から１０億９千３百万円（うち基準 

 内７億８千万円、基準外３億１千３百万円）を繰り入れております。北空知２次医療圏唯 

一の中核病院として、採算性の低い医療も含め、救急医療や急性期、回復期、周産期、小 

児、一般入院等の機能を今後も維持し存続させるためには、今後、一定程度の収支改善を 

図りつつも、一般会計からの繰入金による支援は継続し続けることが必要な状況にありま 

す。 

また、４町の診療所も一般会計から繰入金や補助金などにより、平成２５年度決算では、妹背牛町で約３千万円、秩父別町で約１千万円、北竜町で約１千 

５百万円、沼田町で約２億１千８百万円を交付しています。なお、沼田町は病院から診療所に転換したことにより補助金等は縮減され、今後は約８千万円の

交付が見込まれています。 

 

○ いずれにしましても、人口減少に伴う患者数の減少の影響は避けようがなく、現在の経営形態や診療内容を維持することも難しくなると想定される中、北

空知２次医療圏の地域医療をどのように提供、確保していくべきか、１市４町の最も大きな広域的課題として共有し、将来を見据えた対策を継続して検討し

ていくことが必要です。 

 

（３）在宅医療の現状 ～ 在宅医療を担う医療機関等は乏しいが半数の医療機関が関心を示す 

 

○ 急速な高齢化等により長期にわたる療養や介護を必要とする患者の増加が見込まれ、在宅医療や終末期医療の必要性が高まっていますが、北空知圏域の在 

宅での死亡割合は全国・全道平均を大きく下回っており、在宅医療に対応できる医療機関や訪問看護等が十分に整備されていないのが現状です。 

また、軽度の介護度であっても入院・入所を希望する傾向にあるなど、在宅医療を利用する住民意識の課題があります。 

 

○ 深川保健所では、北海道医療計画に基づく北空知地域推進方針（期間：Ｈ25～29）を作成し、北空知圏域における在宅医療の提供体制の構築を図るため、 

平成２５年度に関係市町や保健医療福祉関係者などで構成する「北空知圏域在宅医療推進ネットワーク協議会」を設置し、在宅医療を担う医療機関等の整備

や住民に対する在宅医療の理解の促進、多職種協働による連携体制づくりに取り組んでいます。 
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○ 同協議会での企画を基に深川保健所が本年８月に実施した医療機関へのアン 

ケート調査によりますと、今後の在宅医療の実施について、半数以上の医療機 

関が関心を持っており、訪問診療や往診を行う医療機関づくりを推進するうえ 

の課題として、「経営的な採算性の向上」を挙げた医療機関が最も多く、次に 

「バックアップ体制」と「病院と診療所の診療ネットワークの構築」が挙げら 

れ、「連携可能な訪問看護の充実」なども課題となっています。 

また、在宅医療推進のため必要な連携体制づくりの課題として、「地域包括 

支援センターなどを中心とした在宅医療関係機関との連携拠点の整備」が最も 

多く、次に「病院、診療所、訪問看護等の連携」と「連携に必要な共通の仕組 

みづくり」が在宅医療を行っていない医療機関で重要な課題となっています。 

その次に「医療機関相互の診療ネットワークの構築」で、在宅医療を行ってい 

る医療機関が強い課題意識を持っています。加えて、在宅医療を行っている医 

療機関は「介護サービス関係機関との連携」も重要と考えています。 

  これらの課題を踏まえ、多職種協働による連携体制づくりや在宅医療連携拠 

点の整備など、北空知圏域の在宅医療の提供体制の構築に取り組むことが必要 

です。 

 

４ 介護の現状 

（１）介護保険事業の状況 ～ 施設サービスは充実しているが在宅サービスは不十分 

 ① 要介護（要支援）認定者の状況 

 

○ 平成２５年度の介護保険事業の状況をみますと、深川市の被保険者数は８，３４６人、要介護（要支援）認定者数は１，５７４人で、認定率は１８．９％、

妹背牛町の被保険者数は１，３５４人、要介護（要支援）認定者数は２０９人、認定率は１５．４％、秩父別町の被保険者数は９９０人、要介護（要支援）

認定者数は１５６人、認定率は１５．８％、北竜町の被保険者数は８２８人、要介護（要支援）認定者数は１１７人、認定率は１４．１％、沼田町の被保険

者数は１，２５９人、要介護（要支援）認定者数は２３８人、認定率は１８．９％となっています。 

１市４町の合計では、被保険者数が１２，７７７人、要介護（要支援）認定者数が２，２９４人で、認定率は１８．０％となります。 

○在宅医療への対応状況   

対応状況 病院 診療所 合計 

訪問診療・往診の両方 ０ ３ ３ 

訪問診療のみ １ ３ ４ 

往診のみ １ １ ２ 

両方していない ３ ９ １２ 

合計 ５ １６ ２１ 

【２１医療機関（病院：５、診療所：１６）、回答率100％】 

○今後、どのような診療機能を担いたいか    

区  分 
両方 

実施 

訪問診

療のみ 

往診 

のみ 

両方 

なし 
合計 

かかりつけ医機能強化       ５ ５ 

在宅医療も行う医療機関 ３ ３ ２ ６ １４ 

後方支援病院   １     １ 

在宅療養支援診療所・病院         ０ 

未回答       １ １ 

合計 ３ ４ ２ １２ ２１ 
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深川市と沼田町の認定率が１８％台で、他町は北竜町が１４％台、妹背牛町 

 と秩父別町が１５％台となっています。 

（参考：平成２６年３月末現在、全国平均１８．２％、全道平均１９．４％） 

 

○ 介護度別の認定者数の状況は、「要介護（要支援）認定者の介護度別人数」と 

「要介護（要支援）認定者数の介護度別割合」のグラフのとおりです。 

いずれの市町も割合が高いのは１位が要介護１で、２位が要介護２となって 

いますが、深川市と秩父別町、沼田町は３位が要介護３で、妹背牛町と北竜町 

は３位が要介護４となっています。 

  また、秩父別町と沼田町は要介護５の割合が１０％以上で、深川市と妹背牛 

町、北竜町は７％～８％台となっていますが、要介護４と合わせた重度認定者 

の割合でみると、沼田町が２８％台で他市町は２０％～２２％となっています。 

要支援者の割合でみると、深川市と妹背牛町、北竜町は２０％以上となってい 

ますが、秩父別町が１４％台、沼田町が８％台となっています。 

  

 ② 介護サービスの利用状況 

 

○ 平成２５年度の介護サービスの利用状況をみますと、深川市では介護サービ 

ス受給者が１，１７４人で、被保険者の１４．１％、要介護（要支援）認定者 

 の７４．６％が利用、妹背牛町では介護サービス受給者が１７０人で、被保険 

者の１２．６％、要介護（要支援）認定者の８１．３％が利用、秩父別町では 

介護サービス受給者が１３５人で、被保険者の１２．６％、要介護（要支援） 

認定者の８６．５％が利用、北竜町では介護サービス受給者が９３人で、被保 

険者の１１．２％、要介護（要支援）認定者の７９．５％が利用、沼田町では 

介護サービス受給者が１７５人で、被保険者の１３．９％、要介護（要支援） 

認定者の７３．５％が利用しています。 

 １市４町の合計では介護サービス受給者が１，７４７人で、被保険者の 
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１３．７％、要介護（要支援）認定者の７６．２％の利用となっています。 

  介護サービスの受給率は、被保険者比では１位が深川市の１４．１％、 

２位が沼田町の１３．９％、要介護（要支援）認定者比では１位が秩父別町 

の８６．５％、２位が妹背牛町の８１．３％となっています。 

 

○ 介護サービス別の受給者の状況は、上記「介護サービス別受給者数」と 

「介護サービス別受給者の割合」のグラフのとおりですが、居宅介護サー 

ビスの割合は、１位が深川市の６０．８％、２位が沼田町の５６．６％で、 

地域密着型サービスでは、１位が秩父別町の１４．８％、２位が妹背牛町の 

１４．１％で、施設介護サービスでは、１位が北竜町の４５．２％、２位が 

沼田町の３８．３％となっています。 

平成２６年３月末現在の居宅介護サービスの全国平均７４．２％（全道７０． 

９％）、施設介護サービスの全国平均１８．４％（全道１８．５％）と各市町の割 

合を比較しますと、施設介護サービスは全国平均より９ポイントから２６ポイン 

ト高く、在宅介護サービスは１３ポイントから２５ポイント低い状況にあります。 

 

○ 施設介護サービスの利用状況をみますと、深川市は利用者数が３２４人、 

要介護３以上が２４２人（７４．７％）、要介護１、２が８２人（２５．３ 

％）で、妹背牛町は利用者数が６３人、要介護３以上が４７人（７４．５ 

％）、要介護１、２が１６人（２５．４％）で、秩父別町は利用者が４０人、 

要介護３以上が２９人（７２．５％）、要介護１、２が１１人（２７．５％） 

で、北竜町は利用者が４２人、要介護３以上が２７人（６４．３％）、要介 

護１、２以上が１５人（３５．７％）で、沼田町は利用者が６７人、要介護 

３以上４６人（８６．６％）、要介護１、２が２１人（３１．４％）となっ 

ています。 

  １市４町の合計では、利用者が５３６人、要介護３以上が３９１人 

 （７２．９％）、要介護１、２が１４５人（２７．１％）となっています。 
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 ③ 介護サービス事業所の状況 ～ 施設サービスは充実しているが在宅サービスが不十分 

 

○ 北空知１市４町の介護サービス事業所の設置状況は、下記一覧表のとおりとなっています。 

北空知は他地域と比べ施設サービスが充実しており、特別養護老人ホームが５ヶ所（定員３９０名）、老人保健施設が２ヶ所（定員１７６名）、介護療養型 

医療施設が１ヶ所（定員５５名）設置され、各市町の被保険者が相互に利用しています。また、認知症対応型共同生活介護（グループホーム）が７ヶ所（定

員１２４名）、地域密着型特定施設入居者生活介護（小規模ケアハウス）が１ヶ所（定員２９名）設置され、原則、指定市町の被保険者の利用に限る地域密

着型サービス事業所ですが、一部の施設は各市町で指定し合い相互利用しています。このほか、介護保険施設以外にも軽費老人ホームなどの入居施設が５ヶ

所（定員２２４名）設置されており、各市町で相互利用しています。 

 一方で、国民年金の収入のみで入居できる施設は限られており、低所得者の住まい確保が課題となっています。 

 

○ 在宅生活を支える居宅サービスは、訪問リハビリテーション、定期巡回・随時対応型訪問介護看護など整備されていないサービスや、訪問看護、小規模多 

機能型居宅介護など不足しているサービスがあります。 

また、訪問介護（ホームヘルプサービス）は８ヶ所、通所介護（デイサービス）は１２ヶ所（定員２５３名）、認知症対応型通所介護は３ヶ所（定員３３ 

名）設置されていますが、土日・祝日や夜間等の利用ができず、プログラムも利用者ニーズに対応した多様なサービス内容になっていないなどの課題があり、

認知症高齢者や中重度の要介護者が在宅で生活できるようにするためには、現在の在宅サービスは不十分な状況にあります。 

 

事業所の

種類 

居宅

介護

支援

事業

所 

介護保険施設 居宅サービス事業所 地域密着型サービス事業所 

特別養

護老人

ホーム 

老人保

健施設 

介護療

養型医

療施設 

訪問

介護 

訪問

看護 

訪問リ

ハビリ

テーショ

ン 

訪問

入浴

介護 

通所介護 

通所リ

ハビリ

テーショ

ン 

短期

入所

療養

介護 

短期

入所

生活

介護 

特定施

設入居

者生活

介護 

認知症

対応型

通所介

護 

小規模

多機能

型居宅

介護 

認知症

対応型

共同生

活介護 

地域密着

型特定施

設入居者

生活介護 

定期巡回・

随時対応

型訪問介

護看護 

深川市 7 2（150） 1（96） 1（55） 5 1   1 7（160） 1（30） 1 2 2（50） 2(24) 1（25） 3（79） 1（29）   

妹背牛町 2   1（80）           1（30） 1（15） 1       1（18） 1（9）    

秩父別町 2 1（80）     1       1（20）     1   1(9)   1(18）    

北竜町 1 1（80）     1       1（20）     1       1（9）    

沼田町 1 1（80）     1       2（23）     2       1（9）    

計 13 5（390） 2（176） 1（55） 8 1   1 12（253） 2（45） 2 6 2（50） 3(33) 2（43） 7（124） １（29）   

※ 事業所数は各市町に所在がある事業所です。（ ）内は定員です。このほかに各市町では管内外の事業所を利用しています。   
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○ 道内でも急速に高齢化が進む北空知圏においては、高齢者人口が平成３７年（２０２５年） 

にピークを迎え、その後減少していくことを踏まえた介護サービスの提供体制の整備を検討し 

ていくことが必要です。 

  しかし、一方で、医療・介護従事者が不足しており、各事業所では現行のサービスを維持す 

る人材確保にも苦慮している状況にあることから、今後当面増加する介護需要に対応して介護 

サービスの拡充を行うためには、北空知１市４町で介護サービス事業所が広域利用されている 

ことを踏まえ、医療・福祉・介護人材の確保対策に取り組む必要があります。 

 

 ④ 介護従事者の状況 ～ 深刻化する人材確保 

 

○ １市４町が共同で本年７月に、北空知管内の介護保険サービス事業所及び障がい福祉サービス事業所に対し実施した「福祉・介護人材確保対策実態調 

査」（対象事業所５６、回答事業所４９）によりますと、回答があった４９事業所の総職員数（H26.7.1現在）は１，４８７人で、うち指定サービス事業に

従事する職員は９６５人となっており、正規職員は５４１人（56.1％）、非正規職員は４２４人（43.9％）となっています。 

男性職員は３１２人（32.3％）、女性職員は６５３人（67.7％）で、男女比は１対３となっています。男性職員のうち正規職員は２１５人（68.9％）、非

正規職員は９７人（31.1％）で、正規・非正規の割合は７対１となっています。女性職員のうち正規職員は３２６人（49.9％）、非正規職員は３２７人

（50.1％）で正規・非正規の割合は半々となっています。 

 

○ 過去１年間（H25.7.1～H26.6.30）に指定サービス事業に従事する職員を 

 採用した人数は１３９人で、離職した人数は１２３人となっています。 

離職者のうち勤務年数が１年未満の者は３０人（24.4％）で、１年以上 

３年未満の者は４１人（33.3％）となっており、離職者の６割を占めてい 

ます。 

 

○ 職員の職種別の過不足の状況は、正規職員では、サービス提供責任者、 

 生活相談員が対象事業所の８割以上で「適当」と回答していますが、ＰＴ 

・ＯＴ・ＳＴのリハビリ専門職、看護職員、訪問介護職員、介護職員が対 

象事業所の４割以上で「やや不足」から「大いに不足」と回答しています。 

  

その他施設 

軽費老

人ホー

ム 

生活支

援ハウ

ス 

ケアハ

ウス 

有料老

人ホー

ム 

養護老人

ホーム 

深川市 1（50） 1（9） 1（50）     

妹背牛町           

秩父別町       1（15）   

北竜町           

沼田町         1（100） 

計 1（50） 1（9） 1（50） 1（15） 1（100） 

 

30
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40 正規職員の過不足状況（事業所件数）

適当 やや不足 不足 大いに不足



19 

 

 

  非正規職員では、サービス提供責任者が対象事業所の８割以上で「適当」 

 と回答していますが、ＰＴ・ＯＴ・ＳＴのリハビリ専門職、訪問介護職員、 

社会福祉士等専門職、介護職員、生活相談員が対象事業所の４割以上で 

「やや不足」から「大いに不足」と回答しています。 

 

○ 「やや不足」から「大いに不足」と回答した理由として、２３事業所が 

「採用が困難なため」、６事業所が「離職率が高いため」、６事業所が「事 

業を拡大したいが人材が確保できないため」と回答しています。 

  また、「採用が困難」な理由として「資格保有者が来ない」「若い人の確 

 保ができない」「募集しても問い合わせがない」など多くの事業所が応募 

 者が来ないと回答しています。                             今後３年間に採用したいと考えている職員 

 

○ 回答した４９事業所で、今後３年間で採用したいと考えている職員数は 

１７２人で、正規職員が１２６人、非正規職員が４６人となっています。 

  １番多く採用したいと考えている職種は、介護職員（訪問介護員）で 

８４人（正規：５２人、非正規３２人）、次に看護職で正看・準看合わせ 

て４０人（正規：３４人、非正規：６人）となっており、続いて作業療 

法士が１１人、生活相談員・支援相談員が１０人、介護支援専門員９人 

という順になっています。 

 

○ この調査後、札幌市の事業者が深川市で整備するサービス付き高齢者向 

け住宅（100戸）及び併設介護サービス事業所（１１月１日オープン）の 

職員募集が行われ、既設の事業所から少なからず移籍した職員もあり、退 

職のあった事業所では業務を縮小せざるを得ない状況となり、管内の介護 

人材の確保がますます厳しい状況になってきています。 

 

 

職種 正規職員 非正規職員 合計 

医師 ３ 人 人 ３ 人 

看護師 １５ 人 ４ 人 １９ 人 

准看護師 １９ 人 ２ 人 ２１ 人 

理学療法士 ４ 人 人 ４ 人 

作業療法士 １１ 人 人 １１ 人 

言語聴覚士 人 人 人 

介護支援専門員 ９ 人 人 ９ 人 

計画作成担当者 １ 人 人 １ 人 

生活相談員・支援相談員 ８ 人 ２ 人 １０ 人 

介護職員（訪問介護員） ５２ 人 ３２ 人 ８４ 人 

障害者生活支援員 人 ３ 人 ３ 人 

管理栄養士 人 人 人 

栄養士 人 人 人 

歯科衛生士  人    人  人 

調理員 人 人 人 

その他の職員 ４ 人 ３ 人 ７ 人 

合計 １２６ 人 ４６ 人 １７２ 人 

12 11
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19

4
2 32

6
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6
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5
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適当 やや不足 不足 大いに不足
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⑤ インフォーマルサービスの状況 ～ 地域資源の発掘・地域づくりが急務 

 

○ この度の介護保険制度の改革に伴い、全国一律の予防給付（訪問介護・通所介護）を市町村が取り組む地域支援事業に移行されることになり、その受け皿 

となるサービスの構築が求められております。また、地域包括ケアシステムを構築するため、住民主体、ＮＰＯ、民間企業等の多様な主体による生活支援サ

ービスの提供と、その担い手として高齢者の社会参加が求められていることから、地域資源の発掘や、地域支え合い活動など地域づくりの取り組みの加速化

が急務となっています。 

 

○ １市４町の現状をみますと、深川市では生活・介護支援サポーターの養成による家事援助や外出支援などの取り組み、小地域ネットワーク活動やボラン 

ティア団体による声かけ・安否確認や外出支援などの取り組み、地域住民主体による介護予防ふれあいサロン活動の取り組みなどが行われています。 

 妹背牛町ではボランティアによる地域福祉活動の取り組みや、ＪＡ旧店舗を活用したふれあいサロンやコミュニティレストランなどの取り組みが行われ、

秩父別町では住民主体の体操グループの活動や認知症予防教室の取り組みがあり、沼田町では平成２６年度から社会福祉協議会等による生活支援サービス

を始めるとともに、介護施設等でボランティアを行うポイント制の介護支援ボランティア制度を本年６月から導入しています。 

  現状の取り組みは、予防給付の受け皿や高齢者の生活支援ニーズに応えるには乏しい状況にあり、介護需要がピークを迎える平成３７年（２０２５年）を

見据え、地域の実情に応じた多様な施策展開が必要となっています。 

 

 ⑥ 介護給付費及び介護保険料の状況 

 

○ 平成２５年度の介護保険事業会計の決算をみますと、各市町の 

介護保険給付費の状況は、深川市は１，９８１，３７５千円、 

妹背牛町は３２７，４９５千円、秩父別町は２６７，４２９千円、 

北竜町は２１３，８９５千円、沼田町は３１３，７１４千円の決 

算となっています。 

また、第５期の介護保険料の基準額（平均月額）は、深川市は 

３，７５９円、妹背牛町は４，１００円、秩父別町は４，６００ 

円、北竜町は３，５００円、沼田町は３，５６０円となっていま 

す。 

 

1,981,375 

327,495 267,429 213,895 313,714 

0
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3,000,000
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（２）介護保険事業の広域連携 ～ 地域支援事業等での連携推進 

 

○ 北空知１市４町では、平成１２年度の介護保険制度の開始以来、介護認定審査会を共同で設置し、介護保険担当課長・係長等会議を毎年度開催し、必要

な情報交換や連携を図ってきましたが、この度の介護保険制度の改革に伴い導入される新しい介護予防・日常生活支援総合事業などの地域支援事業の実施

にあたっては、各市町のサービス対象者や人材確保などの地域資源等を踏まえると、少なくとも次の事業は共同ないしは連携して取り組むことが効果的と

考えられます。 

 

  １）介護予防の機能強化～地域リハビリテーション活動支援事業の構築 

   ・介護予防にはリハビリテーションの理念を踏まえた「心身機能」「活動」「参加」の要素をそれぞれバランスよく働きかけることが重要であり、リハ

ビリテーション専門職等が、地域包括支援センターと連携しながら、通所、訪問、地域ケア会議、サービス担当者会議、住民運営の通いの場等の介

護予防の取り組みを総合的に支援することにより、介護予防の機能強化を図る。 

    介護予防・日常生活支援総合事業の実施を猶予する市町村においても平成２７年４月から従来の一次予防事業として実施可能としている。 

   ・各市町単独でリハビリ専門職を確保することは難しい。 

 

  ２）在宅医療・介護連携の推進 

   ・地域における医療・介護の関係機関が連携して、包括的かつ継続的な在宅医療・介護の提供を行うことが必要であり、そのため多職種協働により在

宅医療・介護を一体的に提供できる体制を構築するため、都道府県・保健所の支援の下、市町村が中心となって、医師会等と緊密に連携しながら、

地域の関係機関の連携体制の構築を図る。 

平成３０年４月までに全ての市町村で実施することとされ、小規模市町村では共同実施等を可能としている。 

   ・市町ごとに深川医師会、深川保健所、深川市立病院（管内唯一の急性期病院）などと連携を構築するのは困難であり適当ではない。 

 

  ３）認知症施策の推進～認知症初期集中支援チームの設置 

   ・認知症専門医の下に、複数の専門職がチームを組み、認知症の疑いのある人などに対し早期から家庭訪問を行い、認知症の人のアセスメントや家庭

の支援を包括的・集中的に行い、自立生活のサポートを行う。 

平成３０年４月までに全ての市町村で実施することとされ、小規模市町村では共同実施等を可能としている。 

   ・各市町単独で専門職（認知症サポート医、保健師、看護師、介護福祉士、社会福祉士、精神福祉士など）を確保することは難しい。 

 



22 

 

 

  ４）医療・福祉・介護人材の確保 

   ・現状においても医療・介護従事者が不足し、各事業所では現行のサービスを維持する人材確保にも苦慮している状況にあるが、今後当面増加する介護

需要に対応して介護サービスの拡充を図るためには、従事者の増員が必須である。 

   ・各事業所単独の努力だけでは確保が難しくなっており、各市町としても何らかの取り組みが必要である。 

 

  ５）その他取り組みの連携 

   ・そのほか、認知症サポーターの養成や、徘徊高齢者ＳＯＳネットワークの連携、生活支援サービスの資源開発、社会福祉法人の地域公益活動など、

広域で取り組むことが効果的なものがあれば連携等を検討していく。 

 

【参考：介護保険事業の構成】 

＜現 行＞ 現行と同様 ＜見直し後＞ 

介護給付（要介護１～５）  介護給付（要介護１～５） 

介護予防給付 

（要支援１～２） 

訪問看護、福祉用具等 介護予防給付（要支援１～２） 

訪問介護、通所介護  新しい介護予防・日常生活支援総合事業 

（要支援１～２、それ以外の者） ※遅くとも平成２９年４月実施 

○介護予防・生活支援サービス事業 

・訪問型サービス ・通所型サービス 

・生活支援サービス（配食等） ・介護予防支援事業（ケアマネジメント） 

○一般介護予防事業（新：地域リハビリテーション活動支援事業） 

地

域

支

援

事

業 

地

域

支

援

事

業 

介護予防事業 

又は介護予防・日常生活支援総合事業 

○二次予防事業  

○一次予防事業 

 事業に移行

全市町村 

 で実施 

  多様化 

包括支援事業 

○地域包括支援センターの運営 

・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援業

務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援 

 包括支援事業 

○地域包括支援センターの運営（左記に加え、地域ケア会議の充実） 

○在宅医療・介護連携の推進  ※３事業は遅くとも平成３０年４月実施 

○認知症施策の推進（認知症初期集中チーム、認知症地域支援推進員等） 

○生活支援サービスの体制整備（コーディネーターの配置、協議体の設置等） 

 

 

充実 

任意事業 

 

現行と同様 任意事業 

○介護給付費適正化事業 ○家族介護支援事業 ○その他の事業 
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５ 地域医療・介護の提供体制の確保と連携のあり方 

○ 本部会では、地域医療・介護の提供体制の確保と連携のあり方について、１０項目の検討課題を挙げ、解決方策等について下記のとおり検討を行いました。 

 いずれも容易に解決できる課題ではありませんので、次期介護保険事業計画期間（H27～H29）内に一定の成果が得られるよう、実施・検討スケジュールを定め、

さらに具体的に検討していくことが必要です。 

 

（１）救急医療に関すること 

検討課題 現状の問題点・今後の課題 解決に向けた考え（方策） 実施・検討スケジュール 

 

① 休日夜間急病診療体制の維

持・確保 

○管内の医療機関・医師のみでは維

持・確保が困難なため、管外からの

協力医師の確保については引き続

き広域で取り組むことが必要であ

る。 

 

○現在のところ、札幌、旭川方面から

の応募医師により充足しているが、

今後の管内の医師の減少や状況の

変化によってはさらなる確保対策

が必要となり、経費の増加も想定さ

れる。 

 

○依然としてコンビニ受診や救急車

の不適正利用が見られ、市・町民の

理解と協力が必要である。 

○１市４町と深川医師会、深川市立病

院が協働し、管外協力医師の継続的

な確保に努める。  

 

○コンビニ受診や救急車の不適正利

用等については、関係機関が連携し

継続的な啓発活動を行う。 

・特に、９月９日の救急の日に合わせ

て、各市町の広報紙等で統一した広

報活動を毎年行う。 

 

・また、住民が急病時の対応を相談で

きるよう、「夜間急病テレホンセン

ター（℡22-4100）」や小児救急電話

相談（♯8000）」の存在を各市町の

広報紙に在宅当番医のお知らせと

ともに毎月掲載する。 

・数年前に作成した小児救急対応パ

ンフなど、急病時の対応パンフ等の

○平成２５年度から管外協力医師の

募集を実施 

 

○今後も継続して関係機関で救急医

療の状況を把握し必要な対策を協

議していく。 

・当面、民生部会など既存組織を活用

して協議し、在宅医療・介護連携の

推進に取り組む協議組織づくりの

中で協議体制を検討する。 

 

○平成２７年度から９月を「救急医療

普及月間」と位置付け、関係機関が

連携し、管内統一した広報活動を行

う。 

・本年９月に１市４町でコンビニ受

診抑制、救急車適正利用、救急カー

ド等普及の広報を初めて統一実施

した。 
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作成と継続的な周知に取り組む。 

 

※｢夜間急病テレホンセンター｣～深

川市立病院の看護師が、病状に基づ

く緊急性の有無や、受診の必要性に

関するアドバイスを行う。 

※「小児救急電話相談（♯8000を押す

と都道府県の相談窓口に自動転

送）」～休日・夜間の急な子どもの

病気をどう対処したらよいか。病院

の診察を受けた方がいいか判断が

迷った時に、小児科医師・看護師へ

の電話相談ができる。 

 

 

（２）病院・診療所に関すること 

検討課題 現状の問題点・今後の課題 解決に向けた考え（方策） 実施・検討スケジュール 

 

① 深川市立病院の経営安定及び

医療介護連携機能の整備 

○平成２５年度決算で資金不足比率

が 18.5%となり、経営健全化計画の

目標を達成（20％）し、２年前倒し

で計画を完了したが、医業収益の確

保、収支の改善、累積不良債務の解

消が必要である。 

 

○人口減少が続く中、管内唯一の急性

期病院で、救急などの各種拠点機能

を有する中核病院としての機能を

○管内唯一の急性期病院として、医師

の確保に努め、中核病院としての機

能を維持確保してほしい。 

 

○今後も厳しい経営環境が見込まれ

る中、市立病院の努力のみでは限界

があり、市町単独では確保できない

病院機能を広域（１市４町）で支え

ていく方策を検討する。 

 

○平成２６年度から継続して検討す

べき課題として、各市町単独では確

保できない病院機能を広域（１市４

町）で支えていく方策について、平

成２７年度予算に反映できないか

も含め、具体的に検討していく。 

 

⇒ 検討は民生部会ほかしかるべき

場で行う。 
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今後も維持・確保していくことがで

きるか。 

 

・Ｈ２６改定の診療報酬制度により、

本年10月1日から入院基本料の平

均在院日数計算において90日超の

患者を含めた入院患者の平均在院

日数が10対1入院基本料の要件で

ある21日を超えると入院患者全員

が13対1の入院基本料となり、 

その状況が見込まれる場合は在院

日数が 90日を超える患者の診療報

酬を報酬単価の低い療養病床の算

定にすることで、90 日超の患者以

外の入院患者は10対 1入院基本料

をとることを選択せざるを得ない

が、大きな医業収益の減となる。 

 

・国では、地方交付税の算定基準を許

可病床数（270 床)から運用病床数

（199 床）に変更することが検討さ

れており、そうなれば交付税収入が

大きく減額される。 

 

○北空知圏の限られた医療資源の中

で、地域包括ケアの中核を担う病院

として、今後求められる機能も整備

○地域包括ケアの中核を担う病院と

して、他の民間の医療機関や介護保

険事業所では実施が難しい機能を

整備してほしい。 

・訪問診療、訪問看護、訪問リハビリ

テーション事業の実施を検討する。 

 ⇒ 訪問診療は医師の体制確保の

課題が大きい。 

訪問看護、訪問リハビリテーシ

ョンは看護師やリハビリ専門

職の確保と介護保険事業での

採算性が課題となる。 

 

・地域包括ケア病棟の検討 

・療養病床（管内の療養型病床では引

き受け困難な医療措置が必要な患

者の受け皿）の検討 

⇒ 採算性に課題があり、今後の診

療報酬制度の改定を踏まえた

経営面の対策が必要である。 

 

・在宅療養後方支援病院の検討 

・市立病院が拠点となり、他の病院・

診療所、介護保険事業所との連携ネ

ットワークの構築を図る。 

 ⇒ 保健所の調査によれば半数以

上の医療機関が在宅医療の実

○地域包括ケアの中核を担う病院と

しての機能整備について、深川市立

病院に検討を求める。 

・検討にあたっては、地域医療構想の

策定協議や地域医療・介護連携の推

進協議と連携し検討してもらうも

のとし、１市４町は検討に全面的に

協力していく。 

・事業の検討スケジュールは病院の

実情に委ねるが、平成２７年度以降

実施できる事業は実施し、次期介護

保険計画期間（H27～H29）内に一

定の結論を得るものとする。 

 

⇒ 検討は市立病院で行い、１市４町

ほか関係機関が協力する。 
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する必要がある。 

 

○平成２７年度から都道府県で策定

する地域医療構想により、２次医療

圏ごとに病床数の調整が行われる

ことになる。北空知圏は現行の基準

病床数４０８床に対し既存総病床

数は６７３床（H26.4報告：在院患

者数５５８人）あり減床調整が想定

される。 

 

施に関心を示しており、市立病

院が後方支援病院としての役

割を担うなど、拠点機能を整備

していくことが必要である。 

 

○その他 

・健（検）診、人間ドックの拡大 

 ⇒ 健診医を確保できれば拡大で

きるが、現行の体制ではドック

は１日１０人が限界となって

いる。 

 

 

 

② 公立（公的）診療所の維持・

確保 

○患者数の減少などにより収支不足

が増加傾向にあり、市町が支援・補

填しているが、今後も増加すると見

込まれる。 

 

○人口減少が進む中、現状の診療体制

を維持できるか、あるいは将来後任

の医師を確保できるか、維持するた

めの課題は大きい。 

 

 

 

 

 

○人口減少等により、診療所運営は収

支不足が増加することが懸念され

るが、高齢化の進展により、移動距

離が少ない町内に「かかりつけ医」

を置くことは、住民の安全安心な生

活を維持していくうえで不可欠で

あるが、医師の安定的な確保につい

ては、検討課題である。 

 

○今後、急速に進む人口減少等を見据

えた対策を早期に検討していく必

要がある。 

・病院と診療所あるいは診療所同士

の相互協力 

○在宅医療の提供体制の構築及び地

域医療・介護連携の推進の取り組み

の中で、検討課題として継続的に検

討していく。 

 

⇒ 協議組織が整備されるまでは検

討は民生部会で行う 
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 ⇒ 医療機関相互の診療ネットワ

ークを構築しながら、医師確保

が困難になった場合の診療の

相互協力などの対策を検討す

る必要がある。 

 

・通院の交通手段の確保 

 ⇒ 高齢者等の通院の足確保につ

いて、今後の高齢化の進展に対

応した広域的な対策を検討す

る必要がある。 

 

 

（３）在宅医療に関すること 

検討課題 現状の問題点・今後の課題 解決に向けた考え（方策） 実施・検討スケジュール 

 

① 在宅医療の提供体制の構築 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○休日・夜間の十分な在宅医療の提供

体制が確立されていない。 

 

○現在、訪問診療や往診を行っていな

い医療機関においても在宅医療提

供機関になりたい意向を持ってい

る。 

 

○提供体制の整備にはバックアップ

体制の整備や医療機関相互の診療

ネットワークの構築が必要である。 

 

○既存の資源（病院・施設）を活用し

た２４時間の看護・介護体制の整備

を進める。 

 

○医療機関相互の診療ネットワーク

の構築などは、市町単独では困難な

ため、広域で医師会との連携により

進める必要がある。 

 

○地域包括支援センターを中心とす

る地域の連携拠点の整備を進める。 

 

○深川保健所が設置している「北空知

圏域在宅医療推進ネットワーク協

議会」を通じて取り組むとともに、

在宅医療・介護連携の推進に係る協

議組織づくりのあり方検討の中で、

同協議会の発展的な転換を検討す

る。 

 

⇒ 検討は民生部会の下で、地域医

療・介護担当課長等及び深川保健

所、深川医師会、深川市立病院の

代表者の会議で行う。 
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○地域で支える体制が求められてお

り、在宅療養関係機関の連携体制づ

くりが必要である。 

 

 

○多職種協働による在宅チーム医療

が提供できるよう地域ケア会議を

充実させる。 

 

 

（４）介護に関すること 

検討課題 現状の問題点・今後の課題 解決に向けた考え（方策） 実施・検討スケジュール 

 

① 在宅サービスの確保・充実 

○在宅サービスの充実が必要だが、 

２４時間体制のサービスや、土日・

夜間のサービスがない。 

（Ｈ２６年４月から沼田町の養護老

人ホームで休日・夜間の訪問介護事

業を開始し、現在休日の利用が複数

名ある） 

 

○通所介護など、利用者のニーズに対

応した質の向上が必要である。 

 

 

 

 

 

○通所介護（デイ）、ショートステイ、

小規模多機能型居宅介護の需要が

高まると予想されるので、整備が必

要である。 

 

○休日や夜間のサービスについて事

業者に対して要請ないし協議する

必要がある。特に、２４時間体制の

サービスを行っている施設サービ

ス事業者の在宅サービスへの参入

とサービス時間拡大を要請する。 

 

○北空知管内の事業者の連絡会など

をつくり、利用者ニーズや介護度の

維持・改善に効果的なサービスの質

向上を図る研修等の仕組みづくり

ができないか、事業者と検討する。 

 

 

 

○１市４町の次期介護保険事業計画

に基本的な方策（考え）等を盛り込

み、計画期間（H27～H29）内に一

定の成果が得られるよう、平成２７

年度以降検討していく。 

 

⇒ 検討は民生部会の下で、介護保

険・地域包括支援センター担当者

の会議で行う。 
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② 管内サービス事業所の相互利

用 

○地域密着型サービス事業所も含め、

当該市町の住民だけの利用ではな

く広域利用の運営となっており、今

後も相互利用が必要である。 

 

○介護需要のピークとなる平成３７

年（２０２５年）以降の需要が減少

することも踏まえた提供体制の整

備が必要である。 

 

 

○介護サービスの基盤整備は、北空知

圏域で相互利用されている実態を

踏まえ広域で整備を検討する。 

 

○施設サービスの整備は平成３７年

（２０２５年）の介護需要のピーク

後の需要減少を想定し検討する。 

 ⇒ 深川市は不足するサービスの

整備を検討中であるが、４町は

次期計画期間での整備予定は

ない。 

 

 

 

○１市４町の次期介護保険事業計画

に基本的な方策（考え）等を盛り込

み、平成３７年（２０２５年）の介

護需要のピーク時を見据えて、平成

２７年度以降継続して協議、調整し

ていく。 

 

③ 地域リハビリテーション活動

支援事業の構築 

○管内市町の規模やリハビリ専門職

確保を考えると各市町単独での構

築は難しい。 

 

 

 

 

○広域での取り組み・構築を検討す

る。 

・深川市立病院のリハビリ専門職を

増員し広域活用することができな

いか、検討する。 

（名寄市立病院でリハビリ専門職の

広域雇用・活用例ある） 

 

 

 

 

 

 

○平成２６年度継続して検討すべき

課題として、平成２７年度（試行事

業含め）ないしは平成２８年度に実

施できないか検討する。 

 

⇒ 検討は民生部会の下で、介護保

険・地域包括支援センター担当者

及び市立病院担当部局の代表者

の会議で行う。 
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④ 在宅医療・介護連携の推進 

○管内市町の規模から各市町が個別

に医師会等と連携づくりを行うの

は困難である。 

 

○深川医師会及び市立病院などと１

市４町とが広域で取り組む仕組み

が必要である。 

 

○在宅医療・介護連携の推進に係る財

源は介護保険が原則となり、地域医

療介護総合確保推進法に基づく新

たな財政支援制度（基金）の対象に

都道府県の当該事業は小児在宅医

療や研修事業などに限定される見

込みである。 

 

○広域での取り組み・構築を検討す

る。 

・北空知地域医療介護確保推進協議

会あるいは北空知地域包括ケア推

進協議会などの協議組織をつくり、

既存の組織を包含・整理することは

できないか、検討する。 

 ⇒ 深川保健所が設置している「北

空知圏域在宅医療推進ネットワ

ーク協議会」について、１市４町

が主体となり広域で取り組む組

織への発展的な転換を検討する

必要がある。 

 

 

 

○平成２９年４月（又は平成２８年４

月）に実施できるよう、平成２７年

度に協議組織についてのあり方を

検討し、平成２８年度中（又は平成

２７年度中）に整備する。 

 

⇒ 検討は民生部会の下で、地域医

療・介護担当課長等及び深川保健

所、深川医師会、深川市立病院の代

表者の会議で行う。 

 

⑤ 認知症初期集中支援チームの

設置 

○管内市町の規模や専門職確保を考

えると各市町単独での設置は難し

い。 

 

 

 

 

○広域での取り組み・設置を検討す

る。 

・深川市立病院の地域医療連携室な

どに複数のチームを設置すること

はできないか、 

・嘱託医の確保、砂川市立病院及び市

内精神科病院との連携、退職看護

師、福祉専門職の活用などの方策を

検討する。 

 

 

○遅くとも平成２９年４月に実施で

きるよう、平成２７年度に仕組み等

を検討し、平成２８年度に専門職員

の確保や研修などの体制整備を進

める。 

 

⇒ 検討は民生部会の下で、介護保

険・地域包括支援センター担当者

及び市立病院担当部局の代表者

の会議で行う。 
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（５）医療・福祉・介護人材の確保に関すること 

検討課題 現状の問題点・今後の課題 解決に向けた考え（方策） 実施・検討スケジュール 

 

① 管内独自の確保対策 

○人口減少・労働力不足が予測される

中、人材確保に危機意識を持った対

策が必要である。 

 

○実態調査に回答した管内４９事業

所では、今後３年間で１７２人の職

員を採用したいと考えているが、現

状でも求人してもなかなか応募が

ないなど採用に苦慮している。 

 

○職員の資質向上が必要である。 

 

○国・道の対策のほか市町独自の人材

確保が必要である。 

 

○各市町単独あるいは連携した人材

確保対策を検討する。 

・介護スタッフに対する公営住宅等、

安価な家賃住宅の入居斡旋、新規雇

用者に対する助成金制度や専門学

校等進学者に対する奨学金の支給、

資格取得助成などの制度創設を検

討する。 

 

・有資格者の把握調査を実施し復帰

研修などを行うほか、中・高校生、

主婦、高齢者、障がい者などに対す

る体験講座や研修、外国人の招聘な

ど、事業者と連携した取り組みを行

う。 

 

・定年の延長による高齢者の継続雇

用、パートなど働きやすい労働条件

による主婦、高齢者、障がい者の雇

用など、事業者と連携した取り組み

を検討する。 

 

○平成２７年度以降、在宅サービスの

確保・充実に係る事業者の連絡会の

設立などとも関連させながら、事業

者等との検討の場を設け、有効な方

策を継続して検討していく。 

 

⇒ 検討は民生部会の下で、介護保

険・地域包括支援センター担当者

及び障がい福祉担当者の会議で

行う。 
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６ まとめ 

○ 本部会では、北空知１市４町における地域医療・介護の提供体制の確保と連携のあり方について、北海道内でも急速に人口減少が進むと予測されている北

空知圏域の将来人口の推計をはじめ、圏域内の限られた医療・介護資源の実態や、医療・介護サービスの相互利用の状況、さらには今後の医療・介護の需要

予測などの調査・研究、検討を行った結果、各市町独自に地域包括ケアシステムを構築していくことは難しく、今後の人口構造の変化等に対応した持続可能

な地域医療・介護の提供体制を確保していくためには、１市４町が共同し北空知第２次保健福祉医療圏を維持し、深川保健所や深川医師会など関係機関等と

連携を図り、北空知圏域における地域包括ケアシステムの構築に向けて取り組むべきであるとの認識に至りました。 

 

○ 当面の検討課題として、５の地域医療・介護の提供体制の確保と連携のあり方で１０項目の課題を挙げ解決方策等について検討を行いましたが、いずれも 

容易に解決できるものではありません。１市４町が共同し、関係機関・団体等と連携を図りながら広域的に取り組むことによって効果的に成果が得られるも

のと判断されますので、北空知圏域の医療・介護の需要のピーク時（医療：平成２７年（２０１５年）、介護：平成３７年（２０２５年））を視野に据えなが

ら、その後の需要減少も見据え、本部会で検討した解決方策等について、さらに具体的な施策を検討していくことが必要です。 

 また、持続可能な地域医療・介護の提供体制を確保していくためには、今後も１０年、２０年の長期的な視点を持ち、継続して対策を検討していくことが

必要であり、１市４町と関係機関等が医療・介護について総合的に検討し実施していく組織や体制づくりが必要です。 

 

【参考：医療・介護提供体制の見直しに係る今後のスケジュール】 

平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 

第６次医療計画 第７次医療計画 

第５期介護保険事業計画 第６期介護保険事業計画 第７期介護保険事業計画 

地域医療・介護総合確保推進法      △介護報酬改定     △診療報酬改定             △介護・診療報酬同時改定 

改正医療法 ⇒ 総合確保方針策定                            △総合確保方針改定 

              地域医療構想ガイドライン                       △医療計画の基本方針 

改正介護保険法 ⇒ 介護保険事業計画基本指針                        △介護保険事業計画基本指針 

都道府県 

市町村 

病床機能報告 

 

介護保険事業（支援）計画策定 

地域医療構想の策定            第７次医療計画策定 

（同時に策定） 

第６期介護計画の施策の実施        第７期介護計画策定 

医療計画と介護保険事業

計画の整合性確保 

2025年の医療需要と目指すべき医

療提供体制、実現するための施策 

国 
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【資 料】 

○ 調査研究・検討の経緯 

開催月日 テーマ等 調査研究・協議内容 

平成２６年 

６月２５日（水） 

 ９：３０～１１：４０ 

深川市健康福祉センター 

第１回会議 

 

地域医療の現状（その１） 

①救急医療体制の再整備の進捗状況について 

 夜間休日診療の患者の状況と課題、管内・管外協力医の状況と課題など 

・報告：深川市立病院、深川消防組合 

②北空知第２次保健医療福祉圏の概況等について 

 地域医療と介護サービスの状況と課題 

・報告：深川保健所 

③深川市立病院の経営状況について 

 患者の推移（市町別・圏域内外別）、医師等の推移、 過去５年間の収支状況と今後の見通し、市繰入金・

補助状況、主な経営改善策、病診連携や検診など広域的取組、医療・介護の連携などの状況と課題 

・報告：深川市立病院 

７月１５日（火） 

 １５：００～１７：００ 

深川市健康福祉センター 

第２回会議 

 

地域医療の現状（その２） 

①４町の診療所の経営状況について 

患者の推移（市町別・圏域内外別）、過去５年間の収支状況と今後の見通し、町繰入金・補助状況、主な

経営改善策、病診連携や検診など広域的取組、医療・介護の連携などの状況と課題 

・報告：４町の診療所又は担当所管 

②意見交換 

 第１回及び第２回会議の報告を受け、現状を共有し課題等について意見交換を行った。 

福祉・介護人材確保対策実態調査を１市４町で共同実施することを決め、７月に実施した。 

８月２０日（水） 

 ９：３０～１２：００ 

深川市健康福祉センター 

第３回会議 

 

介護の現状 

①１市４町の介護サービスの状況について 

 介護に係る施設・在宅サービスの状況と課題、インフォーマルサービスの状況と資源開発等の課題、広

域連携の必要性、第６期介護保険事業計画の策定状況（検討課題と解決方策） 

・報告：１市４町の介護保険担当所管 

②意見交換 

 現状を共有し課題等について意見交換を行った。 
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１０月１日（水） 

９：３０～１２：１５ 

深川市健康福祉センター 

第４回会議 

意見交換 

①意見交換 

・第１回から第３回会議までの会議結果を「北空知圏の地域医療及び介護サービスの提供体制の確保と

連携のあり方検討に関する中間報告（骨子案）」として整理し検討した。 

・７月に実施した福祉・介護人材確保対策実態調査の結果報告（概要）を確認した。 

・課題等の論点整理を行い、課題解決のための広域連携の方向性について、意見交換を行った。 

１０月２９日（水） 

９：３０～１１：４５ 

深川市健康福祉センター 

 

第５回会議 

中間とりまとめ 

①意見交換 

・これまでの協議結果を「北空知圏の地域医療及び介護サービスの提供体制の確保と連携のあり方検討に

関する中間報告」として取りまとめた。 

 

 

○ 民生部会構成員 

市町名 役職名 氏 名 備 考  （オブザーバー） 

深川市 
健康福祉課長 三ッ井 隆 博 （医療）  機関名 役職名 氏 名 備 考 

高齢者支援課長 臼 杵   清 （介護）  深川保健所 次長 東   秀 明  

妹背牛町 
住民課長 成 瀬 勝 幸 （介護）  深川市立病院 管理課長 挽 地 昌 弘  

健康福祉課長 田 湯 勝 則 （医療・介護）  深川地区消防組合 指令救急課長 北 林 泰 明  

秩父別町 
住民課長 髙 鶴 公 人       

地域包括支援センター長 斉 藤 直 美 （介護）   

北竜町 
住民課長 山 田 伸 裕 （医療）  （事務局：深川市） 

地域包括支援センター長 藤 井 政 信 （介護）  役職名 氏 名 備 考 

沼田町 
保健福祉課長 菅 原 秀 史   健康福祉課長補佐 吉 田 博 昭  

地域包括支援センター長 西 尾 佳 代 （介護）  健康福祉課障がい福祉係主査 神 原 基 男  

    




